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公益法人の監督措置に係る手続の流れ
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報告要求・立入検査 事業の適正な運営を確保するため必要な限度で実施（認定法第27条第1項、第59条第2項）
※欠格事由に関する事項については行政庁が実施

勧告・命令・認定取消しを行う場合は、
事前に以下のいずれかの手続が必要
（※欠格事由関係等、一部例外を除く）

行政庁に対する勧告
認定基準適合性等を審査し、必要があると認めるとき
→勧告・命令・認定取消し等の措置をとることについて
奈良県知事に勧告（認定法第46条第1項、第54条）
※公表規定あり

又は

諮問

答申
（※公表規定あり）

行政庁が勧告・命令・認定取消しをしようとする場合
（審議会の勧告を受けて行う場合を除く）
（認定法第43条第1項第2号、第51条）

勧告
任意的認定取消事由（認定基準不適合、認定法その他の法
令違反）に該当すると疑うに足りる相当な理由がある場合
→期限を定めて必要な措置をとるべき旨勧告
（認定法第28条第1項） ※公表規定あり

命令
勧告を受けた公益法人が、正当な理由なく、その勧告に
係る措置をとらなかったとき
→その勧告に係る措置をとるべき旨命令
（認定法第28条第3項） ※公示規定あり
【事前に弁明の機会の付与が必要（行政手続法）】

認定取消し
必要的取消し：欠格事由該当、命令違反等
任意的取消し：認定基準不適合、認定法その他の法令違反
（認定法第29条第1項、第2項） ※公示規定あり
【事前に聴聞を実施（行政手続法）】

（資料４）

（注）上図の が今回の(公社)橿原経済倶楽部に対する手続


